
計 算 書 類 の 個 別 注 記 表
（自 2021年３月１日　至 2022年２月28日）

法令及び当社定款第15条の規定に基づき、上記の事項につきましては、インターネット
上の当社ホームページ（https://www.beex-inc.com）に掲載することにより、株主
の皆様に提供しております。

第６期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

株式会社BeeX



建物 ８年～18年
工具、器具及び備品 ３年～ ４年

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
① その他有価証券

・時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。
② たな卸資産

・仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく
簿価切り下げの方法により算定）を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建
物附属設備については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっておrります。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づいております。

(3) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。なお、当事業年度において
は、貸倒実績はなく、また貸倒懸念債権等もないため、貸倒引当金を計
上しておりません。

(4) 収益及び費用の計上基準
受注制作のソフトウエア等に係る売上高及び売上原価の計上基準
　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるプロジェクトについては工事進行基準
（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他のプロジェクトについては工事完成基準を適用しており
ます。

(5) 重要なヘッジ会計の方法
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① ヘッジ会計の方法 振当処理によっております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段 為替予約

ヘッジ対象 外貨建金銭債権債務
③ ヘッジ方針 外貨建取引における為替相場の変動リスクをヘッジするため、通常業務

を遂行する上で将来発生する外貨建資金需要を踏まえ、必要な範囲内で
為替予約取引を行うものとしております。なお、投機的な取引は一切行
わない方針としております。

④ ヘッジ有効性評価の方法 為替予約については、ヘッジ対象と同一通貨建による同一金額で同一期
日の為替予約を振当てており、その後の為替相場の変動による相関関係
は完全に確保されているため、有効性の判定は省略するものとしており
ます。

(6) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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当座貸越極度額 600,000千円
借入実行残高 400,000千円

差引額 200,000千円

　(2) 有形固定資産の減価償却累計額 38,120千円

①　短期金銭債権 36,400千円
② 短期金銭債務 165,035千円

２. 会計方針の変更に関する注記
　該当事項はありません。

３. 表示方法の変更に関する注記
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当事業年度
に係る計算書類から適用し、個別注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

４. 会計上の見積りに関する注記
・工事進行基準による収益認識
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額　20,197千円
　（注）当事業年度末において進捗中のプロジェクトにつき、売上高に計上した金額であります。

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるクラウドソリューション事業における一
部のプロジェクトについては、工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用しております。
工事進行基準の適用にあたっては、受注総額、プロジェクト原価総額及び当事業年度末における進捗度を合
理的に見積る必要があります。
　各プロジェクトで要員管理・進捗管理・予算管理を行っておりますが、予期し得ない不具合の発生等によ
り、開発工数が大幅に増加し、不採算プロジェクトが発生するような場合には、売上原価が増加することに
よって当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

５. 貸借対照表に関する注記
(1) 当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。これらの
契約に基づく当事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

(3) 関係会社に対する債務は次のとおりであります。
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関係会社との取引高
営業取引による取引高

売上高 661,700千円
仕入高 6,152千円

普通株式 2,177,400株

普通株式 3,000株

普通株式 220,200株

６. 損益計算書に関する注記

７. 株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

(2) 当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

(3) 剰余金の配当に関する事項
該当事項はありません。

(4) 当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。)の目的とな
る株式の種類及び数
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８. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　クラウドソリューション事業を行うための設備投資や運転資金について、必要な資金を銀行借入や新株
発行により調達しております。また、一時的な余資につきましては短期的な預金に限定して保有しており
ます。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である売掛金は、顧客企業の信用リスクに晒されております。また、外貨建の営業債権は、為
替の変動リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金及び未払金は、1年以内の支払期日であります。また、外貨建の営業債務は、為
替の変動リスクに晒されております。
　投資有価証券は、業務上の関係を有する非上場企業の株式であり、企業価値の変動リスクに晒されてお
ります。
　借入金は、主に事業に必要な資金の調達を目的としたものであり、流動性リスクに晒されております
が、定期的に資金計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持により流動性リスクを管理しており
ます。変動金利の借入金は金利の変動リスクがあります。
　長期未払金は、本社事務所家賃のフリーレント期間分のうち１年超の支払期日分であります。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先
物為替取引であります。ヘッジ会計に関するヘッジ手段と対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価の方法等
については、前述の「重要な会計方針に係る事項に関する注記「５．重要なヘッジ会計の方法」」をご参
照ください。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
・信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理
　当社は、与信管理規程に従い、営業債権について経営管理本部が主要な取引先の状況を定期的にモニタ
リングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期
把握や軽減を図っております。
　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付けを有する金融機関に限定しているため、信用リス
クはほとんどないと認識しております。
・市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理
　投資有価証券については、定期的に発行体の財務状況等を把握しております。
　借入金については、金利の変動を定期的にモニタリングし、金利変動リスクの早期把握を図っておりま
す。
　デリバティブ取引の執行・管理については、取引方法及び取引権限等を定めた管理規程に従い、取引担
当者が決裁者の承認を得て行っております。
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貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現 金 及 び 預 金 1,020,703千円 1,020,703千円 －千円

(2) 売 掛 金 810,904 810,904 －

資 産 計 1,831,608 1,831,608 －

(1) 買 掛 金 441,522 441,522 －

(2) 短 期 借 入 金 400,000 400,000 －

(3) 未 払 金 80,338 80,338 －

(4) 未 払 法 人 税 等 17,957 17,957 －

(5) 未 払 消 費 税 等 37,902 37,902 －

(6) 長 期 未 払 金 191 191 －

負 債 計 977,912 977,912 －

・資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき経営管理本部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許
流動性の維持などにより、流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することもあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2022年２月28日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

（注）１.金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項
資　産
(1）現金及び預金、(2）売掛金
　これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。

負　債
(1）買掛金、(2）短期借入金、(3）未払金、(4）未払法人税等、(5）未払消費税等
　これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
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当事業年度
（2022年２月28日）

投資有価証券（非上場株式） 11,625千円
敷金 75,354千円

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

売掛金 810,904 － － － － －
合計 810,904 － － － － －

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 400,000 － － － － －
合計 400,000 － － － － －

額によっております。
(6）長期未払金
　時価については、支払予定時期に基づき、将来キャッシュ・フローを残存期間に対応する国債の
利回りで割り引いた現在価値により算定しております。また、国債の利率がマイナスの場合は、割
引率をゼロとして時価を算定しております。

２.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

３.金銭債権の決算日後の償還予定額

４.短期借入金の決算日後の償還予定額

９. 賃貸等不動産に関する注記
該当事項はありません。
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繰延税金資産
未払事業税 3,195千円
未払事業所税 879千円
未払賞与 12,869千円
資産除去債務 561千円

繰延税金資産合計 17,505千円
繰延税金資産の純額 17,505千円

法定実効税率 30.62％
（調整）
住民税均等割 0.30％
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.01％
所得拡大税額控除 △4.23％
その他 △0.03％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.67％

10. 税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの､当該差異の
原因となった主要な項目別内訳

11. リースにより使用する固定資産に関する注記
　該当事項はありません。
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種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引内容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

親 会 社 株 式 会 社
テ ラ ス カ イ 直接 69.6％

被所有
　

営業上の取引
役員の兼任

システム運用
に係る役務提
供/AWS利用
料の課金代行
サービスの提
供（注）１

661,700
売 掛 金 35,443

前 受 金 164,892

(1) １株当たりの純資産額 585円55銭
(2) １株当たりの当期純利益 98円44銭

12. 関連当事者との取引に関する注記
(1) 親会社及び法人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．当社と関連を有しない会社との取引と同様に、取引規模を総合的に勘案し交渉の上決定しており

ます。
２．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれてお

ります。

13. １株当たり情報に関する注記

(注）当社は、2021年６月16日付で普通株式１株につき300株の株式分割を行っております。前事業年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、「期末発行済株式数」、「期末自己株式数」及び「期中平均株

式数」を算定しております。

14. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

15. 連結配当規制適用会社に関する注記
　該当事項はありません。

16. その他の注記
　該当事項はありません。
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